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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
テラヘルツ波を伝搬させるための伝送線路を含み、該テラヘルツ波を用いて該伝送線路と
検査物との距離を調整するための距離調整装置であって、
　前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波を発生させるための発生部と、
前記伝送線路を伝搬したテラヘルツ波を検出するための検出部と、
　前記伝送線路におけるテラヘルツ波の伝搬方向に対して交差する方向に前記距離を変更
させるための距離変更手段と、
前記距離変更手段を制御するための制御部と、を備え、
　前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波と前記検査物とが相互作用するように構成されて
おり、
前記制御部は、前記検出部で検出したテラヘルツ波のうち、少なくとも該相互作用したテ
ラヘルツ波に関する情報を用いて前記距離変更手段を制御することを特徴とする距離調整
装置。
【請求項２】
前記制御部は、前記検出部で検出したテラヘルツ波のうち、少なくとも前記相互作用した
テラヘルツ波の振幅あるいは位相を用いて、前記距離変更手段を制御することを特徴とす
る請求項１に記載の距離調整装置。
【請求項３】
前記相互作用が生じない前記距離における、前記検出部で検出したテラヘルツ波に関する
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情報を参照情報として記憶するための記憶部と、
前記検出部で検出したテラヘルツ波に関する情報が、前記参照情報から変化したとき、前
記相互作用が生じたことを判断するための判断部と、を備えることを特徴とする請求項１
あるいは２に記載の距離調整装置。
【請求項４】
前記相互作用は、前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波による漏れ電磁界と前記検査物と
により生じるように構成され、
前記判断部の結果を用いて、前記漏れ電磁界の強度を調整するための調整手段を備えるこ
とを特徴とする請求項３に記載の距離調整装置。
【請求項５】
前記検出部でテラヘルツ波を検出するタイミングを変えるための遅延部と、
前記検出部で検出したテラヘルツ波の信号であり、前記遅延部を用いて得る、前記タイミ
ングの異なる複数の信号から、該テラヘルツ波の時間波形に関する情報を取得するための
処理部と、を備えることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の距離調整装
置。
【請求項６】
前記伝送線路は、前記距離の調整に用いるための伝送線路と、前記検査物の検査に用いる
ための伝送線路と、から成ることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の距
離調整装置。
【請求項７】
請求項１乃至６のいずれか１項に記載の距離調整装置を含み、前記検査物を検査するため
の検査装置であって、
前記検査物を保持するための検査物保持部を備え、
前記テラヘルツ波に関する情報を用いて前記距離を決定し、該決定された距離で前記相互
作用させ、該相互作用したテラヘルツ波に関する情報を用いて前記検査物を検査すること
を特徴とする検査装置。
【請求項８】
請求項1乃至６のいずれか１項に記載の距離調整装置を含み、前記検査物を検査するため
の検査装置であって、
前記伝送線路を先端に設ける内視鏡プローブを備えることを特徴とする検査装置。
【請求項９】
テラヘルツ波を伝搬させるための伝送線路を含み、該テラヘルツ波を用いて検査物を検査
するための検査方法であって、
前記伝送線路と前記検査物との間の第１の距離において、前記伝送線路を伝搬したテラヘ
ルツ波を検出する第１の検出工程と、
前記伝送線路におけるテラヘルツ波の伝搬方向に対して交差する方向に関して、前記第１
の距離を第２の距離に変更する変更工程と、
　前記第２の距離において、前記伝送線路を伝搬したテラヘルツ波を検出する第２の検出
工程と、
前記第１及び第２の検出工程で検出したテラヘルツ波を用いて、前記伝送線路と前記検査
物の距離を認識する認識工程と、を含み、
前記認識の後に決定された距離において、前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波と前記検
査物とを相互作用させ、該相互作用したテラヘルツ波を用いて前記検査物を検査すること
を特徴とする検査方法。
【請求項１０】
前記伝送線路と前記検査物の距離を認識する認識工程の後に、前記伝送線路と前記検査物
の距離を第３の距離に近づける工程を含み、
前記第３の距離において、前記伝送線路を伝播するテラヘルツ波による漏れ電磁界と前記
検査物との相互作用に関する情報を取得して前記検査物を検査することを特徴とする請求
項９に記載の検査方法。
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【請求項１１】
前記伝送線路を伝播するテラヘルツ波による漏れ電磁界と前記検査物との相互作用に関す
る情報を取得する前に、前記伝送線路からの漏れ電磁界の強度を増加させる増加工程を含
むことを特徴とする請求項１０に記載の検査方法。
【請求項１２】
前記増加工程において、
前記テラヘルツ波を伝搬させるための伝送線路を、漏れ電磁界の強度の弱い第１の伝送線
路から、第１の伝送線路より漏れ電磁界の強度が強い第２の伝送線路に切替えることで前
記漏れ電磁界の強度を増加させるか、あるいは、
前記伝送線路を伝播するテラヘルツ波の強度を増加することで前記漏れ電磁界の強度を増
加させることを特徴とする請求項１１に記載の検査方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、物体（検査物）に関する距離調整装置及び方法、物体（検査物）の検査装置及
び方法などに関する。特には、30GHz以上30THz以下の周波数範囲のうちの任意の周波数帯
域を有する高周波電磁波（本明細書ではテラヘルツ波とも呼ぶ）を用いて検査物までの距
離を調整する距離調整装置及び方法、検査物の検査装置及び検査方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、テラヘルツ波を用いた非破壊なセンシング技術が開発されてきている。この周波数
帯の電磁波の応用分野としては、X線に代わる安全な透視検査装置を用いてイメージング
を行う技術が開発されている。また、物質内部の吸収スペクトルや複素誘電率を求めて結
合状態などの物性を調べる分光技術、生体分子の解析技術、キャリア濃度や移動度を評価
する技術なども開発されている。
【０００３】
テラヘルツ波を用いて物体を検査するための装置が、特許文献1に開示されている。この
検査装置は、空間を伝播するテラヘルツ波を物体に照射し、物体からの透過波の伝播状態
の変化により物体の構成材料の特性を測定する装置である。この提案においては、物体を
2次元走査することで物体内部の透過イメージング像を得ている。
【０００４】
一方、テラヘルツ波は、高周波電磁波信号の伝送に用いられる伝送線路を伝播することが
知られている。この特性を利用するために、オンチップ（検査物を伝送線路に乗せること
）により、検査物の物性を測定する検査装置が非特許文献1に開示されている。非特許文
献1のセンサチップは、テラヘルツ波を発生させるための発生部、マイクロストリップ線
路、テラヘルツ波を検出するための検出部がガラス基板上に集積されたものである。非特
許文献1は、漏れ電磁界と該マイクロストリップライン上に塗布した水との相互作用によ
って、テラヘルツ波の強度の減衰と時間波形の遅延を計測している。ここで、漏れ電磁界
とは、マイクロストリップラインを伝搬するテラヘルツ波が該マイクロストリップライン
から微弱に漏れ出ることにより発生する電磁界のことである。
【特許文献１】特開平8－320254号公報
【非特許文献１】APL,88,212511、2006
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
上述のセンサチップを用いたテラヘルツ波検査システムは、オンチップ計測であるが故に
、以下のような課題を抱えている。
【０００６】
まず、多量の検査物を高速で計測する用途には向いているとは言えない。例えば、多種多
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様な生体分子や化学物質などのスクリーニング検査においては、精度と同時に高速性や経
済性も求められる。しかしながら、従来のシステムでは、サンプル供給や検査装置へのチ
ップの出し入れなどに工数がかかる為、高速な検査を実現することは容易ではない。
【０００７】
また、多量のサンプルを検査するにはサンプル数に応じたチップ数が必要となるが、一般
的にテラヘルツ波の発生及び検出には半導体結晶が用いられることを考慮すれば、チップ
数の増加に伴い検査コストが増大することが予想される。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明に係るテラヘルツ波を用いて検査物までの距離を調整するための装置は、
テラヘルツ波を発生させるための発生部、前記テラヘルツ波が伝搬するための伝送線路、
前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波を検出するための検出部、を含み構成されるセンサ
部と、
前記検出部が検出するタイミングを変えるための遅延部と、
前記遅延部を用いて得る、前記検出部が検出する信号をサンプリングすることにより、時
間波形に関する情報を取得するための処理部と、
前記センサ部と前記検査物との距離を変化するための距離変化手段と、を備え、
前記時間波形に関する情報を用いて前記距離を調整することを特徴とする。
【０００９】
また、本発明に係るテラヘルツ波により検査物までの距離を調整するための方法は、
テラヘルツ波が伝搬するための伝送線路と検査物間の第1の距離でテラヘルツ波を発生さ
せる工程と、
前記第1の距離で発生させたテラヘルツ波を該第1の距離で検出する工程と、
前記第1の距離で検出したテラヘルツ波の時間波形に関する情報を取得する工程と、
前記第1の距離よりも短い第2の距離まで、前記伝送線路あるいは検査物を移動する工程と
、
前記第2の距離でテラヘルツ波を発生させる工程と、
前記第2の距離で発生させたテラヘルツ波を該第2の距離で検出する工程と、
前記第2の距離で検出したテラヘルツ波の時間波形に関する情報を取得する工程と、
前記第1及び第2の距離で取得した時間波形に関する情報どうしを比較する工程と、
前記時間波形に関する情報の比較結果の変化の有無から、前記伝送線路を伝搬するテラヘ
ルツ波による漏れ電磁界と検査物との相互作用の有無を判断する工程と、
を有することを特徴とする。
【００１０】
また、上記課題に鑑み、本発明の検査装置は、センサ部と、距離調整手段ないし距離変化
手段と、を備え、センサ部の伝送線路を伝播するテラヘルツ波と検査物との相互作用の状
態を反映するセンサ部の検出部の検出信号に基づき、検査物の情報を取得する。ここにお
いて、センサ部は、テラヘルツ波発生部と伝送線路と検出部とを含む。距離調整手段は、
テラヘルツ波発生部から発せられ伝送線路を伝播してきたテラヘルツ波を検出する検出部
の検出信号に基づき伝送線路と検査物間の距離を調整する。
【００１１】
また、上記課題に鑑み、本発明の検査方法は、テラヘルツ波発生部と伝送線路と検出部と
を含むセンサを用意するステップと、検査物配置ステップと、粗動ステップと、距離認識
ステップと、距離設定ステップと、データ取得ステップと、を含む。ここにおいて、検査
物配置ステップでは、センサの伝送線路と対向する位置に、検査物を配置する。粗動ステ
ップでは、テラヘルツ波発生部から発せられ伝送線路を伝播してきたテラヘルツ波を検出
する検出部の検出信号をモニタしながら、伝送線路と検査物間の距離を近付ける。距離認
識ステップでは、検出部の検出信号の変化から、伝送線路からの漏れ電磁界と検査物の表
面とが相互作用を開始する距離を認識する。距離設定ステップでは、前記距離の認識の後
に、伝送線路と検査物間の距離を、漏れ電磁界と検査物とが相互作用する目標の距離に設
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定する。データ取得ステップでは、前記目標の距離に設定した状態において、伝送線路を
伝播するテラヘルツ波と検査物との相互作用の状態を反映する検出部の検出信号に基づき
、検査物の情報を取得する。
【００１２】
また、別の本発明に係るテラヘルツ波を用いて検査物までの距離を調整するための装置は
、
テラヘルツ波を発生させるための発生部、前記テラヘルツ波が伝搬するための伝送線路、
前記伝送線路を伝搬するテラヘルツ波を検出するための検出部、を含み構成されるセンサ
部と、
前記センサ部と前記検査物間の距離を変化するための距離変化手段と、を備え、
前記検出部が検出するテラヘルツ波に関する情報を用いて前記距離を調整することを特徴
とする。
【００１３】
また、別の本発明に係るテラヘルツ波により検査物までの距離を調整するための方法は、
テラヘルツ波が伝搬するための伝送線路と検査物間の第1の距離でテラヘルツ波を発生さ
せる工程と、
前記第1の距離で発生させたテラヘルツ波を該第1の距離で検出する工程と、
前記第1の距離で検出したテラヘルツ波に関する情報を取得する工程と、
前記第1の距離よりも短い第2の距離まで、前記伝送線路あるいは検査物を移動する工程と
、
前記第2の距離でテラヘルツ波を発生させる工程と、
前記第2の距離で発生させたテラヘルツ波を該第2の距離で検出する工程と、
前記第2の距離で検出したテラヘルツ波に関する情報を取得する工程と、
前記第1及び第2の距離で取得したテラヘルツ波に関する情報どうしを比較する工程と、
前記テラヘルツ波に関する情報の比較結果の変化の有無から、前記伝送線路を伝搬するテ
ラヘルツ波による漏れ電磁界と検査物との相互作用の有無を判断する工程と、
を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
本発明の距離調整装置などによれば、上記の如き距離変化手段ないし距離調整手段を備え
るため、伝送線路の漏れ電磁界と検査物とが十分な相互作用を生じる目標の距離まで伝送
線路と検査物を近接させことができる。そして、例えば、目標の距離でテラヘルツ波の伝
播特性を計測し、検査物の物性などの情報を取得することができる。
【００１５】
また、本発明の検査方法によれば、上記検出部の検出信号の変化から、伝送線路から微弱
に漏れ出した漏れ電磁界と検査物表面とが相互作用を開始するのを認識することができる
。そして、この開始距離は予め概ね分かっているので、この時点で、伝送線路と検査物間
の相対的な距離を概ね認識することができる。更に、上記検出信号の変化に基づき、漏れ
電磁界と検査物とが十分な相互作用を生じる目標の距離まで伝送線路と検査物を近接させ
ていって、その距離でテラヘルツ波の伝播特性を計測し、検査物の物性などの情報を取得
できる。この際、一旦、伝送線路と検査物間の相対的な距離を概ね認識できれば、後は制
御された距離ずつ近づけていけばよいので、伝送線路と検査物間の距離を目標の所まで容
易且つ確実に持っていくことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
本発明の実施形態について、図面を用いて説明する。前述した様に、本明細書では、30GH
z以上30THz以下の周波数帯域内の電磁波をテラヘルツ波とも呼ぶ。なお、本発明は、以下
の実施形態に係る装置、方法に限定されるものではない。
【００１７】
（装置）
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本発明の一実施形態に係るテラヘルツ波を用いて距離を調整するための装置について、図
9を用いて説明する。まず、901は、テラヘルツ波を発生させるための発生部である。例え
ば、低温で成長させたガリウムヒ素（LT-GaAs）やインジウムガリウムヒ素（InGaAs）な
どから成る光伝導膜により構成される。ここで、光伝導膜とは、光が照射されることによ
りキャリアが発生する膜のことである。なお、発生部901には、共鳴トンネルダイオード
やガンダイオードなどの電磁波利得を有する半導体素子を用いることもできる。
【００１８】
次に、902は、前記発生部901から発生されたテラヘルツ波が伝搬するための伝送線路であ
る。伝送線路902には、金属などの電気伝導性を有する材料から成るマイクロストリップ
ラインなどを適用することができる。また、903は、伝送線路902を伝搬するテラヘルツ波
を検出するための検出部である。検出部903には、上記光伝導膜を用いる。なお、検出部9
03には、ショットキーバリアダイオードなどの検波素子を用いることもできる。ここで、
904は、発生部901、伝送線路902、検出部903を含み構成されるセンサ部である。
【００１９】
また、905は、前記検出部903が検出するタイミングを変える（遅延する）ための遅延部で
ある。前記遅延部905は、発生部901あるいは検出部903に照射する光の行路を変える手段
により構成することができる。
【００２０】
ここで、遅延部905の一例として、光学的に遅延する遅延部1005について、図10を用いて
説明する。1010は、発生部901及び検出部903にレーザ（光）を照射するためのレーザ照射
部である。また、1011は、前記レーザ照射部1010が照射するレーザを分割するためのビー
ムスプリッターである。ビームスプリッター1011で分割されたレーザは、それぞれ、発生
部901と検出部903に照射される。発生部901に照射されるレーザは遅延部1005を通過する
。遅延部1005には、例えば可動ミラーを用いる。
【００２１】
また、遅延部905は、前記テラヘルツ波が検出部903に到達する時間を遅延するような構成
にすることもできる。テラヘルツ波が伝搬する距離を変えるために、発生部901に照射す
るレーザの照射位置を変えるような構成にすることもできる。また、テラヘルツ波が伝搬
する速度を変えるために、伝搬する領域の屈折率を変えるような構成にすることもできる
。
【００２２】
更に、遅延部905は、電気的に遅延するような構成にすることもできる。例えば、検出し
たテラヘルツ波の信号とのミキシングをするために発生させる電気信号の時間を遅延する
ような構成にすることができる。
【００２３】
また、906は、前記遅延部905を用いて得る、前記検出部903が検出する信号を、サンプリ
ングすることにより時間波形に関する情報を取得するための処理部である。サンプリング
に関しては、例えば、前記レーザを照射する周期で行うことができるが、特に限定される
ものではない。
【００２４】
ここで、908は、検査物907を保持するための検査物保持部である。検査物保持部908は、
例えば、テフロン（登録商標）やポリイミドなどのポリエチレン樹脂、アルミなどの金属
、或いは石英やサファイアなどの無機材料から成る平板にすることができる。後述する内
視鏡の例などの場合には、この検査物保持部を省略することもできる。検査物までの距離
を良好に調整しやすいように、検査物の特徴に応じて、検査物保持部を設けたり省略した
りすればよい。更に、909は、前記センサ部904と前記検査物保持部908あるいは検査物907
との距離を変化するための距離変化手段（Z軸ステージ）である。前記距離変化手段には
、圧電素子などを用いることができる。ただし、これに限定されるものではない。前記処
理部906が取得した前記時間波形に関する情報を用いて前記距離変化手段909を動作させる
ことにより、前記距離を調整する。
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【００２５】
ここで、前記距離を調整するために、前記時間波形に関する情報を用いることは必須では
なく、前記検出部が検出するテラヘルツ波に関する情報を用いればよい。これにより、例
えば、前記検出部が検出する信号の或る時間（Δｔ）における積分値から振幅の変化を知
ることができる。また、前記時間波形に関する情報を用いると、テラヘルツ波の位相の変
化などを知ることができる。
【００２６】
以上により、前記伝送線路902を伝搬するテラヘルツ波による漏れ電磁界と検査物907とが
相互作用することにより、前記距離の調整を行うことができる。ここで、漏れ電磁界とは
、前述した様に、前記伝送線路902を伝搬するテラヘルツ波が該伝送線路902から漏れ出る
ことにより発生する電磁界のことである。
【００２７】
前記処理部906には、検査物907と前記漏れ電磁界とが相互作用を生じていない状態のパル
ス波形に関する情報を記憶させることが好ましい。これにより、前記時間波形に関する情
報が、前記パルス波形に関する情報に比べて減衰あるいは遅延するとき、前記相互作用が
生じていると判断することができる。なお、上記記憶に関しては、必ずしも前記処理部90
6が行う必要はなく、上記記憶をするための記憶部を設けてもよい。
【００２８】
また、検査物と前記漏れ電磁界とが相互作用を生じていない状態において前記検出部が検
出したテラヘルツ波に関する情報を参照情報として記憶するための記憶部を有することが
好ましい。これにより、前記検出部が検出するテラヘルツ波に関する情報が前記参照情報
から変化するとき、前記相互作用が生じていると判断することができる。
【００２９】
（X-Yステージ）
前記検査物保持部908を、前記距離変化部が変化させる距離の方向に対して垂直方向に移
動するための移動部（X-Yステージ）を有することが好ましい。前記移動部には、ステッ
ピングモータを用いることができる。前記移動部が、前記漏れ電磁界の強度に基づいて前
記検査物保持部を移動することにより、以下の効果がある。すなわち、前記距離が同じ場
合でも、前記漏れ電磁界と検査物907との相互作用の強度及び該相互作用する領域を増加
させることができる。
【００３０】
（伝送線路と検査物とを離間）
また、前記伝送線路と検査物とを離間して（すなわち両者を接触させないで）、前記相互
作用をさせることが好ましい。これにより、センサ部904と検査物907とが接触することに
よって生じるセンサ部904の劣化を防止することができる。上記劣化の原因は、検査物907
による、伝送線路902などの構成部品の材料の変質や破損によるものであると考えられる
。上記劣化により、伝送線路907を伝播するテラヘルツ波の強度の低下や、漏れ電磁界の
強度の変化といった問題が生じる。また、この問題により、検査結果にばらつきが生じて
しまう。以上より、複数回同一のセンサ部904を使用すると、再現性の良い測定結果を得
ることは困難であった。
【００３１】
ここで、上記劣化への対処として、通常、測定ごとにセンサ部904の洗浄や交換が行われ
ている。そのため、コスト面で大きな負担となっている。発生部901や検出部903に使用さ
れている半導体結晶は高価である。また、洗浄や交換には作業工程がかさむため、検査処
理のスループットも問題となる。
【００３２】
（検査用及び距離調整用の伝送線路）
また、前記センサ部904が、検査用及び距離調整用の伝送線路を備えるように構成するこ
とが好ましい。ここで、上記2つの伝送線路は、前記距離の調整に用いる電磁波を伝送す
るための伝送線路と、検査物の検査に用いる電磁波を伝送するための伝送線路である。詳
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細については、後述する実施例2で説明する。
【００３３】
（内視鏡）
前記センサ部904は、内視鏡プローブの先端に設けることができる。この場合、前記セン
サ部904は、検査物と伝送線路間の距離を粗動で変化するための粗動部と、検査物と伝送
線路間の距離を微動で変化するための微動部を備える距離変化手段を有していることが好
ましい。また、前記距離調整装置が内視鏡プローブの先端に設けられ、前記検出部が検出
するテラヘルツ波に関する情報に基づき検査物を検査することができる。詳細については
、後述する実施例3で説明する。
【００３４】
（動作）
次に、本実施形態に係るテラヘルツ波により前記距離を調整するあるいは検査物を検査す
るための方法について説明する。本実施形態に係る方法は、以下の工程を有する。
まず、テラヘルツ波が伝搬するための伝送線路と検査物間の第1の距離でテラヘルツ波を
発生させる。ここで、前記第1の距離は、例えば、図5の[a]における伝送線路121と検査物
102との距離（Ｌ＞Ｌ0）である。
【００３５】
次に、前記第1の距離で発生させたテラヘルツ波を該第1の距離で検出する。そして、前記
第1の距離で検出したテラヘルツ波の時間波形（例えば、図5の[a]の時間波形）に関する
情報を取得する。ここで、前述したように、前記時間波形に関する情報を取得することは
必須ではなく、テラヘルツ波に関する情報を取得すればよい。なお、前記テラヘルツ波に
関する情報は、電磁波強度、時間波形、振幅、位相、フーリエ変換して取得される周波数
スペクトルのうち、少なくとも1つであることが好ましい。また、時間波形に関する情報
は、時間波形、時間波形の強度、時間波形の時間幅、フーリエ変換して取得される周波数
スペクトルのうち、少なくとも1つであることが好ましい。
【００３６】
ここで、前記第1の距離よりも短い第2の距離まで、前記伝送線路あるいは検査物を移動す
る。ここで、前記第2の距離は、例えば、図5の[b]における伝送線路121と検査物102との
距離（Ｌ0）である。この第2の距離でテラヘルツ波を発生させる。そして、前記第2の距
離で発生させたテラヘルツ波を該第2の距離で検出する。更に、前記第2の距離で検出した
テラヘルツ波の時間波形（例えば、図5の[b]の時間波形）に関する情報（あるいはテラヘ
ルツ波に関する情報。以下も同様とする。）を取得する。
【００３７】
次に、前記第1及び第2の距離で取得した時間波形に関する情報どうしを比較する。そして
、前記時間波形に関する情報の比較結果の変化の有無から、前記伝送線路を伝搬するテラ
ヘルツ波による漏れ電磁界と検査物との相互作用の有無を判断する。ここで、前記相互作
用が無い場合、前記第2の距離よりも短い第3の距離まで、前記伝送線路あるいは検査物を
移動することが好ましい。例えば、前記第2の距離が前記第1の距離と同様にＬ＞Ｌ0であ
った場合、Ｌ0となる第3の距離まで上記移動を行うことが好ましい。これにより、前記相
互作用を伴う状態で測定を行うことができる。すなわち、前記伝送線路を伝搬するテラヘ
ルツ波による漏れ電磁界と検査物102とが相互作用するように、前記時間波形に関する情
報を用いて前記距離を調整した後に、時間波形に関する情報を取得して検査物の検査を行
うことができる。
【００３８】
前記第1の距離で取得した時間波形に関する情報は記憶することが好ましい。更に、前記
記憶した情報を、前記第1の距離とは異なる距離で取得する時間波形に関する情報と比較
するための参照信号として用いることが好ましい。これにより、前記相互作用を伴う状態
であるか否かを判定することができる。
【００３９】
また、前記距離を調整した後で、前記伝送線路からの漏れ電磁界の強度を増加させる工程
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を有することが好ましい。この工程は、前記検査物の検査を行う工程の前に実行すること
が好ましい。前記伝送線路からの漏れ電磁界の強度を増加させる工程では、漏れ電磁界の
強度の弱い第1の伝送線路からこの第1の伝送線路より漏れ電磁界の強度がより強い第2の
伝送線路に切替えることが好ましい。これにより、漏れ電磁界の強度を増加させることが
できる。また、前記伝送線路からの漏れ電磁界の強度を増加させる工程では、発生するテ
ラヘルツ波の強度を増加させることが好ましい。これにより、漏れ電磁界の強度を増加さ
せることができる。
【実施例】
【００４０】
以下、本発明の具体的な実施例を説明する。
【００４１】
（実施例1：漏れ電磁界を用いて距離を調整）
本発明に係る距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法の構成例と動作例について、
図1乃至図5を用いて説明する。図1は、本発明の実施例1の検査装置100の構成を示す概略
構成図である。図2は、本発明の実施例1である検査装置におけるセンサチップ120の構成
図である。また、図3は、検査装置のうち、センサ部101と検査物102付近を拡大した部分
の概略構成図である。
【００４２】
図4には、線幅2μmと10μmのマイクロストリップラインのセンサチップにおける、伝送線
路と検査物間の距離とテラヘルツ波の伝播特性変化の解析例を示した。また、図5は、伝
送線路と検査物間の距離を3種類の距離に設定した時に信号検出部108で計測したテラヘル
ツ波の伝播特性（パルス波形）と、各距離における検査物102と漏れ電磁界140との関係を
模式的に説明した図である。
【００４３】
まず、本実施例の検査装置100の構成について説明する。検査装置100は、センサ部101、
検査物102を配置する為の検査物保持手段103、検査物102とセンサ部101間の距離を調整す
る為の距離調整手段110、漏れ電磁界強度調整手段114等を含む。距離調整手段110は、伝
送線路と検査物間の距離を、伝送線路からの漏れ電磁界と検査物とが相互作用する距離に
調整する為のものである。
【００４４】
センサ部101の構成と動作について説明する。センサ部101には、テラヘルツ波の発生、伝
送、検出を行う役割をもつセンサチップ120が実装されている。図2の様に、センサチップ
120は、発生部132、伝送線路121、検出部133、GND（ground）層128、誘電体層125、貫通
電極130等が基板129上に集積化された構成となっている。また、センサ部101はアーム115
を介して、Z軸ステージ106に接続されている。Z軸ステージ106は、ステッピングモータに
よるμmオーダーの粗動と圧電アクチュエータによるnmオーダーの微動が行える精密ステ
ージを使用しており、Z軸ステージ制御部107により制御される。
【００４５】
センサチップ120について説明する。図2に示す様に、発生部132は、発生用信号線123、発
生用半導体層126、発生用貫通電極130、GND層128、GND貫通電極134aから構成され、テラ
ヘルツ波を発生する役割を果たす。発生部132は、発生用貫通電極130とGND貫通電極134a
を介して、発生用電源112に電気的に接続されている。検出部133は、検出用信号線124、
検出用半導体層127、検出用貫通電極131、GND層128、GND貫通電極134bから構成され、テ
ラヘルツ波を検出する役割を果たす。検出部133は、検出用貫通電極131とGND貫通電極134
bを介して、信号検出部108に電気的に接続されている。センサチップ120の裏面から、貫
通電極を用いて、発生及び検出のための給電を行うことで、給電手段が介在して検査物10
2とセンサチップ120とが接触することを防止している。
【００４６】
本実施例の検査装置では、線幅2μmのマイクロストリップライン型の伝送線路121を用い
ている。発生部132で発生されたテラヘルツ波は、伝送線路121に結合され、上電極層122
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とGND層128に挟まれた誘電体中を伝搬する。そして、検出部133に結合され、電気信号と
して信号検出部108に取り出される。伝送線路121は、マイクロストリップラインに限られ
るものではなく、例えば、コプレナウェブガイド型の伝送線路等を用いてもよい。
【００４７】
本実施例のセンサチップ120の構成材料について説明する。基板129の材料には、波長810n
mの光パルスが透過する合成石英を使用した。発生用半導体層126及び検出用半導体層127
は、膜厚2μmの低温成長ガリウムヒ素層であり、基板129上にＡｕの熱圧着法で転写され
ている。伝送線路121の上電極層122、発生用信号線123、検出用信号線124には、Ｔｉ／Ａ
ｕ層（20nm／200nm）を用いた。GND層128には、Ｔｉ／Ａｕ／Ｔｉ層（20nm／500nm／20nm
）を用いた。GND層128は熱圧着時の接合層としての役割も果たしている。誘電体層125は
厚さ3μmであり、テラヘルツ帯において低損失の誘電体材料として実績のあるＢＣＢ（ベ
ンゾシクロブテン）を用いた。また、発生用貫通電極130、GND貫通電極134a、検出用貫通
電極131、GND貫通電極134bには、電気伝導性に優れ、埋め込み形成が容易なＣｕを用いた
。なお、上記した構成材料は一例であり、これらに限られない。
【００４８】
次に、本実施例のテラヘルツ波の発生及び検出について説明する。本検査装置では、テラ
ヘルツ波の発生及び検出には、周知の光スイッチの方式を採用する。フェムト秒レーザ部
113（チタンーサファイアレーザ、波長810nm）から、光学ゲート用の光パルス118を放射
し、ビームスプリッタ（不図示）等により、発生用の光パルス118aと検出用の光パルス11
8bに分岐する。分岐した光パルスのうち発生用の光パルス118aは、センサ部101の発生部1
32に照射され、検出用の光パルス118bは、遅延光学系（不図示）を通過した後、センサ部
101の検出部133に照射される。
【００４９】
発生用電源112により、発生用信号線123とGND層128に挟まれた発生用半導体層126の一部
にバイアス電圧が印加されている。この状態で、GND層128に設けたスリット（不図示）を
通じて、発生用半導体層126の電圧が印加された部分に光パルス118aが照射される。その
結果、発生用半導体層126は光学的にゲートされ、光電流が励振されるのに伴いテラヘル
ツ波が発生する。発生したテラヘルツ波は、伝送線路121に結合する。
【００５０】
伝送線路121中をテラヘルツ波が伝播する際、伝送線路121から微量の電磁界が漏れ出して
いる。本明細書においては、こうした電磁界を漏れ電磁界140と呼ぶ。図3には、テラヘル
ツ波が紙面に垂直な方向に沿って伝播する際の、センサチップ120上のマイクロストリッ
プラインに生じる電磁界が模式的に示されている。この漏れ電磁界140の強度は、主に、
伝送線路の構成材料、形状、構造、テラヘルツ波信号の強度等により決まる。従って、周
囲の状態や環境、雰囲気が略同じであれば、上記パラメータを決めることで、伝送線路か
らの漏れ電磁界の強度と、漏れ電磁界が影響を及ぼす領域が決まる。伝送線路121の近傍
に検査物102がある場合、漏れ電磁界140と検査物102との間に相互作用が生じる。そのた
め、伝送線路121を伝播するテラヘルツ波の伝播特性が変化する。本発明の検査装置ない
し方法は、この伝播特性の変化を利用して、検査物102の物性などの情報を取得する。
【００５１】
伝送線路121中を伝播したテラヘルツ波は検出部133に到達する。検出部133では、信号検
出部108により、検出用信号線124とGND層128に挟まれた検出用半導体層127の一部にバイ
アス電圧が印加されている。そして、発生部と同様に、基板129裏面から、遅延光学系を
通過してきた光パルス118bが照射される。光パルス118bにより、光学的にゲートされた検
出用半導体層127に生じる光電流を信号検出部108でサンプリングすることで、テラヘルツ
波の伝播特性が電気信号として検出される。
【００５２】
なお、テラヘルツ波の発生及び検出方法は上記の方式に限られる訳ではない。例えば、発
生部に、共鳴トンネルダイオードやガンダイオードなどの電磁波利得を有す半導体素子を
用いてもよい。また、検出部にショットキーバリアダイオードなどの検波素子を用いる方
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式であってもよい。
【００５３】
センサ部101と検査物102周辺の構成について説明する。図3に示したように、検査物102は
、検査物保持手段103により、センサ部101の伝送線路121と向き合うように、且つ伝送線
路121と距離を離して配置されている。ここで、伝送線路121の表面と検査物102の表面と
の間の距離を『Ｌ』と定義する。本発明における装置ないし方法では、信号検出部108で
検出するテラヘルツ波の検出信号の変化に応じて、距離調整手段110により、この距離Ｌ
が調整される。検査物102は、例えば、生体分子や薬品、高分子材料などであり、本実施
例においては、リン酸緩衝溶液に溶解させたDNAを用いた。検査物102は、通常、乾いた状
態で所定の厚みでもって配置される。
【００５４】
また、検査物保持手段103は、例えば、テフロン（登録商標）やポリイミドなどの樹脂や
、アルミなどの金属、或いは石英やサファイアなどの無機材料からなる平板である。本実
施例では、比較的安価で成形加工が容易なポリエチレン樹脂を使用した。検査物102は、
マイクロインジェクタなどの微小量滴下装置を使用して、検査物保持手段103上に数十ナ
ノリットル程度滴下される。検査物保持手段103は、X-Yステージ104に機械的に固定され
ており、X-Yステージ制御部105によりX-Y面内で位置制御される。X-Yステージ104には、
ステッピングモータによりμmオーダーの精度で動作可能な精密ステージを用いた。なお
、検査効率（スループット）の向上のため、検査物102を、検査物保持手段103に複数個配
置してもよい（図1参照）。この場合、各検査物102は、逐次、センサ部101の伝送線路121
と向き合うように配置され、検査される。
【００５５】
距離調整手段110及び漏れ電磁界強度調整手段114の構成について説明する。距離調整手段
110は、信号検出部108、信号記録部109、演算処理部111、Z軸ステージ106、Z軸ステージ
制御部107から構成され、これらは図1のように接続されている。また、演算処理部111は
、比較部116と判断部117とを備えている。本実施例の検査装置100は、センサ部101上の伝
送線路121表面と検査物102表面との間の距離Ｌを、センサ部101からの検出信号の変化に
応じて調整可能な構成となっている。このような調整を実行する手段を本発明では距離調
整手段110ないし距離変化手段と呼んでいる。
【００５６】
また、演算処理部111から、漏れ電磁界強度調整手段114を介して、発生用電源112及びフ
ェムト秒レーザ113に信号が送信される構成となっている。
【００５７】
距離調整手段110は、以下のようなシステムにより、センサ部101からの検出信号の変化に
応じて、センサチップ120と検査物102との間の距離を調整する。
【００５８】
センサ部101で検出されたテラヘルツ波は、信号検出部108においてサンプリングされて、
検出信号はパルス波形として信号記録部109及び演算処理部111の比較部116に送信される
。信号記録部109は、検出信号を保管すると共に、参照信号を比較部116に送信する役割を
果たす。ここで、参照信号とは、典型的には、検査物102と漏れ電磁界140とが相互作用を
生じていない状態における、信号検出部108で計測したテラヘルツ波の伝播特性（パルス
波形）である（図5の［a］の状態参照）。
【００５９】
検査物102と漏れ電磁界140とが、既に相互作用を生じている場合には、参照信号は、距離
Ｌを変化させる前の状態において検出したパルス波形であってもよい。この場合でも、検
査物102とセンサチップ120を目標の距離まで精度良く調整することができる。
【００６０】
比較部116においては、信号記録部109に保管された参照信号のパルス波形と、信号検出部
108から送信された検出信号のパルス波形とが比較される。判断部117は、比較波形の有意
差の有無を判断し、判断結果に応じて、Z軸ステージ制御部107に信号を送信しZ軸ステー
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ジ106をZ軸方向に動かす。尚、ここではセンサ部側を移動させるが、検査物保持手段側を
Z軸方向に動かしてもよい。要は、センサ部101と検査物102が相対的にZ軸方向に動かされ
て、センサ部101上の伝送線路121表面と検査物102表面との間の距離が変化すればよい。
【００６１】
次に、距離調整手段110及び漏れ電磁界調整手段114を備えた本実施例の検査装置の検査方
法について説明する。
【００６２】
図5の[a]の状態のように、伝送線路と検査物とが十分に離れている場合、すなわち、伝送
線路121からの漏れ電磁界140と検査物102との相互作用が生じていない距離Ｌでは、伝送
線路121に特有のパルス波形[a]が得られる。これは、本実施例における参照信号であり、
センサチップ120の構成とテラヘルツ波の強度によって決まる。参照信号は、図4の解析結
果においては、距離Ｌが50μmの時のパルス波形に対応する。
【００６３】
このように、センサ部101と検査物102とが十分に離れた場合には、信号検出部108からの
パルス波形が参照信号と同じであるので、判断部117より変化無の信号がZ軸ステージ制御
部107に送信される。信号を受けたZ軸ステージ制御部は、Z軸ステージを粗動のステップ
（例えば、1mm乃至1μmのレンジのステップ）で動かし、再び、センサ部101においてテラ
ヘルツ波の伝播特性の測定を行う。
【００６４】
テラヘルツ波の伝播特性を測定しながらZ軸ステージ106を動かし、センサチップ120を検
査物102に近づけていくと、やがて、参照信号に比べて、微量に減衰や遅延が生じたパル
ス波形[b]が得られる距離に到達する。図5の[b]の状態に示したように、この距離は、漏
れ電磁界140と検査物102の表面とが相互作用を開始する距離（距離Ｌ0）である。距離Ｌ0

は、伝送線路の構成材料、形状、構造、テラヘルツ波信号の強度等により決まり、相互作
用の開始の検知で距離Ｌ0を検出することで、検査装置100のZ軸ステージ制御部107は、検
査物102表面とセンサチップ120との相対的な距離を認識する。すなわち、解析結果から、
本実施例のセンサチップにおいては、伝送線路と検査物間の距離Ｌを凡そ10μmに近接さ
せることで、電界強度の変化及び位相遅延が生じることが分かっている。よって、Z軸ス
テージ制御部107は、検査物102表面とセンサチップ120との相対的な距離を認識すること
ができる。図4は、電界強度（peak electric field intensity）の変化及び位相遅延（pe
ak
position）が凡そ10μmの距離で顕著に現れ始めることを示している。
【００６５】
この時、演算処理部111は、検出信号と参照信号のパルス波形に有意差があると判断し、Z
軸ステージ制御部107に信号を送る。こうして、これの制御モードを、Z軸ステージ106を
微動（例えば、1μm乃至10nmのレンジのステップ）で動作させるモードに切替える。
【００６６】
更に、テラヘルツ波の伝播特性を測定しつつ、Z軸ステージ106を動作して、センサチップ
120と検査物102を距離Ｌｍまで接近させる（例えばＬ＝Ｌｍ＝1μm、図5の[c]の状態参照
）。この距離は、Z軸ステージ制御部107が距離Ｌ0を認識した後に、分かっている量ずつZ
軸ステージ106を微動モードで移動して達成したものである。
【００６７】
このとき、検査物102と漏れ電磁界140との間には十分に強い相互作用が生じる。言い換え
ると、伝送線路121を伝播するテラヘルツ波と検査物102とが強く相互作用を生じる状態と
なる。従って、伝送線路121を伝播するテラヘルツ波の伝播特性は変化するため、参照信
号と比較して強い減衰と遅延が生じたパルス波形[c]が得られる。解析結果から、本実施
例のセンサチップにおいては、距離Ｌを10μm以下に近接させた領域では、距離Ｌの変化
に対して電界強度及び位相遅延は、ほぼ指数関数的に変化する。また、本実施例の距離条
件（Ｌ＝Ｌｍ＝1μm）であれば、伝送線路と検査物の状態を非接触に保ちながら測定を行
なうことも可能である。
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【００６８】
上記の検査方法は、テラヘルツ波発生部と伝送線路と検出部とを含むセンサを用意するス
テップと、検査物配置ステップと、粗動ステップと、距離認識ステップと、距離設定ステ
ップと、データ取得ステップと、を含むものである。ここにおいて、検査物配置ステップ
では、センサ120の伝送線路121と対向する位置に、伝送線路と離間して検査物102を配置
する。粗動ステップでは、テラヘルツ波発生部132から発せられ伝送線路121を伝播してき
たテラヘルツ波を検出する検出部133の検出信号をモニタしながら、伝送線路と検査物間
の距離を近付ける。距離認識ステップでは、検出部133の検出信号の変化から、伝送線路1
21からの漏れ電磁界140と検査物102の表面とが相互作用を開始する距離Ｌ0を認識する。
距離設定ステップでは、前記距離認識の後に、伝送線路121と検査物102間の距離を、漏れ
電磁界と検査物とが相互作用する目標の距離に設定する。データ取得ステップでは、前記
目標の距離に設定した状態において、伝送線路121を伝播するテラヘルツ波と検査物102と
の相互作用の状態を反映する検出部133の検出信号に基づき、検査物の情報を取得する。
【００６９】
次の様な動作を付加してもよい。すなわち、上記距離認識ステップと上記データ取得ステ
ップの間で、演算処理部111から漏れ電磁界強度調整手段114に信号が送られ、発生用電源
112により発生用半導体層126に印加されるバイアス電圧を5Vから20Vに変更してもよい。
また、漏れ電磁界強度調整手段114からフェムト秒レーザ113に信号が送られ、発生用半導
体層126を光ゲートする為の光パルス118の光出力が1mWから10mWに変更されてもよい。こ
の時、発生部132から発生するテラヘルツ波の信号強度が増加する為、伝送線路121からの
漏れ電磁界の強度が、更に増加する。この結果、検査物102と漏れ電磁界140との相互作用
の強度と領域が実効的に増加する。そして、この状態において、テラヘルツ波の伝播特性
を信号検出部108にて検出し、検査物の物性情報の取得を行う。この漏れ電磁界増加ステ
ップは、例えば、上記距離認識ステップの後に、或いは上記距離設定ステップの後に実行
することができる。
【００７０】
本実施例の装置ないし方法によれば、距離調整手段110により、センサ部101の伝送線路12
1を伝搬するテラヘルツ波の伝播特性をモニタし、検出信号と参照信号を比較しながら、
センサ部100と検査物102を近づける。そして、伝送線路121表面から微弱に漏れ出した漏
れ電磁界140と検査物102表面とが相互作用を開始する距離（Ｌ0）を認識する。すなわち
、センサチップ120と検査物102間の相対的な距離を、テラヘルツ波の伝播特性の変化から
認識することができる。また、距離調整手段110を用いて、距離Ｌ0から、検査物102とセ
ンサチップ120を近接させて、漏れ電磁界140と検査物102間で十分な相互作用を生じる好
適な距離にまで調整することが可能である。このように伝送線路と検査物間の距離を調整
することで伝送線路と検査物間の状態を一義的に決めることが可能となるため、感度や再
現性の良い計測が実現される。
【００７１】
また、本検査装置は、漏れ電磁界強度調整手段114を備え、伝送線路と検査物間の距離を
、相互作用が生じる距離まで近接させた状態で、伝送線路からの漏れ電磁界の強度を増加
させることも可能である。この状態で、伝送線路からの漏れ電磁界と検査物との相互作用
の状態を、テラヘルツ波の伝播特性として取得することで、より感度良く検査物の物性デ
ータなどの情報を取得できる。
【００７２】
このように、本実施例の装置ないし方法によれば、伝送線路と検査物間の距離を調整する
ことで伝送線路と検査物間の状態を一義的に決めることが可能となるため、測定感度や再
現性の良い検査が実現される。また、オンチップ計測に比べて、高速かつ低コストで漏れ
電磁界を用いた計測を行なうことが可能となる。更に、漏れ電磁界を用いたテラヘルツ波
計測を、顕微鏡などのその場観察手段として応用することが可能となる。また、伝送線路
と検査物を非接触の状態でも測定可能となるので、センサの劣化や洗浄及び交換の頻度が
低減され、より経済的な検査が可能となる。
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【００７３】
ここで、従来のオンチップ計測では、漏れ電磁界との相互作用を計測する方式を、顕微鏡
等のその場観察やｉｎ－ｓｉｔｕ計測に用いることは難しい。なお、従来のオンチップ計
測とは、例えば、非特許文献1（APL,88,212511、2006）に開示された計測のことである。
測定感度や再現性の観点から、観察対象物と伝送線路の状態を一義的に決めることが重要
となる。非特許文献1には、前記距離を調整する本発明の概念について、開示も示唆もさ
れていない。
【００７４】
なお、本発明は、前述したように、漏れ電磁界を利用して前記距離の調整を行うものであ
る。本発明は、テラヘルツ波が発生されてから、該テラヘルツ波が検査物で反射して検出
されるまでの伝搬時間を求めることによって、前記距離を導出するものとは異なる。
【００７５】
（実施例2：検査用及び距離調整用の伝送線路）
図6は、本発明の実施例2である距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法の構成を示
す概略構成図である。図7は、本実施例の距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法
に用いたセンサチップの構成図である。
【００７６】
本実施例の検査装置200も、センサ部101、検査物102を配置する為の検査物保持手段103、
検査物102とセンサ部101間の距離を調整する距離調整手段110、漏れ電磁界強度調整手段1
14等から構成される。本実施例においては、実施例1と異なり、漏れ電磁界強度調整手段1
14は、X-Yステージ104をX-Y面内で移動・制御するX-Yステージ制御部105に接続されてい
る。
【００７７】
本実施例では、図7の様に、センサチップ220は、発生部132、検査用伝送線路221、距離調
整用伝送線路222、検出部133、GND層128、誘電体層125、貫通電極130等が基板129上に集
積化された構成となっている。テラヘルツ波の発生及び検出には、実施例1と同様に、光
スイッチの方式を採用している。また、検査用伝送線路221及び距離調整用伝送線路222に
は、実施例1と同様に、マイクロストリップライン型の伝送線路を用いている。
【００７８】
検査用伝送線路221は、長さが300μm、線幅が2μmのマイクロストリップラインであり、
検査物102の検査に用いる。一方、距離調整用伝送線路222は、長さが300μm、線幅が10μ
mのマイクロストリップラインであり、検査物102とセンサチップ220の距離を調整するた
めに用いる。検査用伝送線路221と距離調整用伝送線路222は、50μm離した位置に並列的
に配置されている。
【００７９】
一般的に、伝送線路からの漏れ電磁界の強度は、伝送線路の構成材料、形状、構造、テラ
ヘルツ波信号の強度等により決まる。マイクロストリップラインにおいては、他の構造が
同じである場合、線幅の細い線路ほど漏れ電磁界の強度や漏れ出す領域が増加する。つま
り、検査物と伝送線路の間の距離Ｌが同じであるとき、線幅の細い線路を伝播するテラヘ
ルツ波は、検査物とより強く相互作用を生じることになる。
【００８０】
本実施例の検査装置においては、はじめに、距離調整用伝送線路222からの漏れ電磁界と
検査物102との相互作用を用いて、距離調整用伝送線路222と検査物102との距離を調整す
る。実施例1と同様、距離調整手段110により、距離Ｌは、距離調整用伝送線路222を伝播
するテラヘルツ波と検査物102とが相互作用を生じる距離にまで調整される。具体的な方
法は、実施例1と同様であるため、説明は割愛する。
【００８１】
ここで、距離調整手段110から漏れ電磁界強度調整手段114を介してX-Yステージ制御部105
に信号が送られ、X-Yステージ104が水平方向に50μm移動させられ、検査部位が検査用伝
送線路221の下に配置される。線幅の細い検査用伝送線路221においては、同じ距離Ｌでも
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、伝播するテラヘルツ波と検査物102との相互作用の強度と領域が実効的に増加する。こ
の状態において、テラヘルツ波の伝播特性を信号検出部108にて検出し、検査物102の物性
などの情報の取得を行う。検査用伝送線路221と距離調整用伝送線路222の間で、同じ距離
Ｌにおいて電界強度の変化及び位相遅延がどの程度異なるかは、図4に示されている。
【００８２】
漏れ電磁界増加ステップとして、実施例1で述べた方法と本実施例で述べた方法の両方を
行うこともできる。また、上記例では2種類の伝送線路を設けたが、漏れ電磁界の異なる3
種類以上の伝送線路を設けてもよい。この場合、少なくとも1つが距離調整用伝送線路で
あって、少なくとも1つが検査用伝送線路である。
【００８３】
このように、漏れ電磁界強度の異なる2種類以上の伝送線路を配置し、弱い第1の漏れ電磁
界の伝送線路で距離Ｌを調整して、第1の漏れ電磁界強度より強い第2の漏れ電磁界強度の
伝送線路でテラヘルツ波の伝播特性を測定する。このことで、より高感度の測定が期待さ
れる。
【００８４】
また、実施例1と同様に、伝送線路と検査物間の距離を調整することで伝送線路と検査物
間の状態を一義的に決めることが可能となるため、測定感度や再現性の良い検査が実現さ
れる。また、オンチップ計測に比べて、高速かつ低コストで、漏れ電磁界を用いた計測を
行なうことが可能となる。更に、漏れ電磁界を用いたテラヘルツ波計測を、顕微鏡などの
その場観察手段として応用することが可能となる。また、伝送線路と検査物が非接触の状
態でも測定可能となるので、センサの劣化や洗浄及び交換の頻度が低減され、より経済的
な検査が可能となる。
【００８５】
（実施例3：内視鏡）
図8は、本発明の第3の実施例である本発明の検査装置ないし方法を用いた内視鏡システム
を示す概略構成図である。ここで、図8（a）は本システムの構成図、図8（b）は領域Ａの
拡大断面図、図8（c）は測定時におけるセンサ部の状態の一例である。なお、図8におい
て実施例1と同様の構成要素には同一の符号を付し、詳細な説明は省略する。
【００８６】
本実施例の内視鏡システム300の構成について説明する。内視鏡システム300は、内視鏡プ
ローブ320、検査物302とセンサ部301間の距離を調整する距離調整手段310、及び先の実施
例で説明した各構成要素等から構成される。内視鏡プローブ320は、センサ部301、可撓管
321、Z軸粗動部328、Z軸微動部329などから構成される。
【００８７】
可撓管321には、主に発生用光ファイバ324、検出用光ファイバ325、信号線323、Z軸粗動
部328などが内封されており、先端には圧電アクチュエータによるnmオーダーの微動が行
えるZ軸微動部329が配置されている。ここでは、Z軸粗動部328には、μmオーダーの粗動
が行なえる回転式のマイクロステージを用いた。回転式のマイクロステージでは、可撓管
321内に回転可能に内挿され微細なめねじ内面を持つ円筒部材を回転して、センサチップ1
20が固定され微細なおねじ外面を持つ円板部材を可撓管321の軸方向に移動することで、
センサ部301を動かす。図8（b）は、センサ部301のセンサチップ120が固定された円板部
材が内方に退避した状態を示し、図8（c）は、この円板部材が外方に出た状態を示す。
【００８８】
センサ部301は、内視鏡320の先端に配置されたセンサチップ120（実施例1で説明済）から
構成される。センサチップ120は、発生用光ファイバ324及び検出用光ファイバ325を介し
てフェムト秒レーザ部113と接続され、信号線323を介して発生用電源112及び信号検出部1
08と接続されている。また、センサチップ120の表面には保護膜330となるＳＯＧ（スピン
オングラス）膜が約50nmコートされており、センサ部の劣化や損傷を防止している。本実
施例においても、実施例1と同様に、テラヘルツ波の発生及び検出には光スイッチの方式
を採用し、検査用伝送線路121にはマイクロストリップライン型の伝送線路を用いている
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。
【００８９】
本実施例の内視鏡システムは以下のように動作する。本実施例においては、体内に内視鏡
プローブ320を挿入し体内器官の内壁面の検査を行なう場合を例に説明する。また、セン
サチップ120の動作は実施例1にて説明した通りである。
【００９０】
まず、第1の粗動ステップとなる内視鏡プローブ320の挿入により、検査物302となる内壁
面と内視鏡プローブ320の先端が接触する。この際、内視鏡先端に位置する圧電アクチュ
エータからなるZ軸微動部329により内視鏡先端と検査物302の接触が検知される。
【００９１】
次に、第2の粗動ステップとして、センサ部301におけるテラヘルツ波の伝播特性の測定を
行いながらZ軸粗動部328を動作させ、センサチップ120を検査物102に近付ける。テラヘル
ツ波の伝播特性に変化が生じる相互作用の開始する距離Ｌ0を検知したら、微動ステップ
に切替え、Z軸微動部329を動作させて目標の距離までセンサチップ120を検査物102に接近
させる（図8（c）参照）。漏れ電磁界140と検査物間で十分な相互作用を生じる好適な距
離にまで調整した状態で、伝送線路121を伝播するテラヘルツ波と検査物との相互作用の
状態を反映する検出部133の検出信号に基づき、体内器官内壁の物性情報を取得する。
【００９２】
このように、テラヘルツ波の漏れ電磁界を用いた計測を内視鏡に用いた場合でも、本発明
の特徴である距離調整手段ないし距離変化手段を有することで、十分な相互作用が生じる
好適な距離の条件での測定が可能となる。こうして、高感度でかつ再現性の良い内視鏡検
査が実現される。本実施例では体内器官の検査についてのみ説明したが、本実施例の内視
鏡システムは、例えば、微細な配管や隙間などを検査するための産業用内視鏡としても当
然用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】実施例1の距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法の構成を示す概略構成
図。
【図２】実施例1の距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法に用いたセンサチップ
の構成図。
【図３】距離調整装置ないし検査装置のうち、センサ部と検査物付近を拡大した部分の概
略構成図。
【図４】伝送線路と検査物間の距離とテラヘルツ波の伝播特性変化の関係の解析例を説明
する図。
【図５】伝送線路と検査物間の距離と伝播特性変化を模式的に説明した図。
【図６】実施例2の距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法の構成を示す概略構成
図。
【図７】実施例2の距離調整装置ないし方法、検査装置ないし方法に用いたセンサチップ
の構成図。
【図８】実施例3の内視鏡システムを説明する概略構成図。
【図９】本発明の実施形態に係る装置ないし方法を説明するための模式図。
【図１０】本発明の実施形態に係る装置ないし方法を説明するための模式図。
【符号の説明】
【００９４】
101、904、　　センサ部（センサ）
102、302、907　　検査物
103、908　　検査物保持部（検査物保持手段）
104　　移動部（X-Yステージ）
108、111、906　　処理部（信号検出部、演算処理部）
109　　記憶部（信号記録部）
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110、310、909　　距離調整手段（距離変化手段）
121、221、222、902　　伝送線路
132、901　　テラヘルツ波発生部
133、903　　センサ部の検出部
905、1005　　遅延部
108、111、906　　処理部（信号検出部、演算処理部）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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